
 

『業況は改善も依然として厳しい コスト増に懸念－商工会議所』 
 

 １０月の商工会議所ＬＯＢＯ（早期景気観測）調査結果によると、１０月の全産業合計の業況ＤＩは、▲２

８．９（前月比＋４．３ポイント）。緊急事態宣言等の解除を受けて、外食・観光関連のサービス業では利用

客の増加がみられた。ただ、幅広い業種でコスト増加が足かせとなっており、業況改善に向けた動きは

厳しさが続く、としている。 

 新型コロナウイルスによる経営への影響について「影響が続いている」は６４．０％と前月調査から０．１

ポイント増加。「今後マイナスの影響が出る懸念がある」をあわせると８７．０％となった。「時短要請は解除

されたが、町に賑わいが戻らずない。回復にはまだまだ時間がかかる見

込み（徳島飲食店）「新分野に挑戦しているが、仕入価格高騰、人件費上

昇などが足かせとなっている。（加古川 食料・飲料卸売業）」等の声が寄

せられている。 

 設備投資を行う企業が減少、見送る企業が増加しているが、投資規模

を拡大する企業は前年度と比べて４．５ポイント増加。理由は「能力増強」

が５４．１％で最も多く、次いで「省力化・合理化」が４８．５％となった。また、

「従業員の時間外労働や長時間労働の抑制・人手不足に対応するため」

も３割の回答となった。 

 

『令和２事務年度相互協議の状況 発生事案件数は微減―国税庁』 

 
 国税庁はこのほど、令和２事務年度の相互協議の状況を公表した。外国税務当局との相互協議事案

の発生件数は１８５件で、前事務年度比９３％となった。処理件数は、前事務年度比８３％の１５５件。いず

れにおいても、事前確認に係るものが７９％、移転価格課税その他に係るものが２１％となった。処理事

案１件あたりに要した平均的な期間は３０．３か月で、前事務年度から０．９か月長くなっている。 

 発生件数が処理件数を上回ったため、令和２事務年度末の繰越件数は増加して５７２件となった。繰

越事案の相手国・地域の内訳は、米国（１９％）、中国（１７％）、インド（１５％）、韓国（１１％）、ドイツ（７％）

の順であった。 

 ＯＥＣＤ非加盟国・地域との相互協議の発生件数は４１件、処理件数

は４２件であったが、繰越件数は２５６件となり、繰越件数全体の４５％を

占めた。処理事案１件あたりに要した平均的な期間は４３．２か月となり、

３２．９か月であった前事務年度から大幅に増加した。 

 処理事案を業種別に見ると、製造業が１０９件（約７０％）、卸売・小売

業が２２件（約１４％）。対象取引別では棚卸資産取引が１２３件、役務提

供取引８７件、無形資産取引７２件であった。 
 

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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